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１．外部評価軽減要件

【重点項目への取組状況】

評価

②　運営推進会議が、過去１年間に６回以上開催されていること。

評価

２．外部評価軽減要件④における県の考え方について

外部評価項目

（例示）

評価

（例示）

①　運営基準第８５条の規定どおりに運用されている。

評価

（例示）

①　運営推進会議以外に定期的な情報交換等を行っている。

（例示）

評価 ①　家族会を定期的（年２回以上）に開催している。

○

〇

○ ③　家族向けのホーム便り等が定期的（年２回以上）に発行されている。

〇 【過去の軽減要件確認状況】

  【備考欄】 実施年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R元年度

総合評価 ― ― ― ― ― ― ― ― ― × ○

実施年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度

総合評価 ○

③　運営推進会議に、事業所の存する市町村職員又は地域包括支援センターの職員が必ず
  出席していること。

④  別紙４の「１　自己評価及び外部評価」のうち、外部評価項目の２、３、４、６の
  実践状況（外部評価）が適切であること。

確　　認　　事　　項

２．事業所と
地域のつきあ
い

○

○

その他軽減措置要件

６事業所が併設させる複合施設ということもあって、特定福祉避難所として安城
市と法人が協定書を交わしており、また通常開催できていた１月以前の運営推進
会議には、安城市並びに地域包括支援センターの参加が欠かさずありました。
他にも２ヶ月に１度グループホーム部会が市の音頭取りで開催されているため、
何気ない日常の疑問が質問でき、ヨコのつながりを深めるとともに行政の意向も
掴むことができ、有益に役立てています。

②　利用者若しくは家族の苦情、要望等を施設として受け止める仕組みがあり、そ
の改善等に努めている。

３．運営推進
会議を活かし
た取り組み

②　運営推進会議で出された意見等について、実現に向けた取り組みを行っている。

○「自己評価及び外部評価」及び「目標達成計画」を市町村に提出している。

①　別紙４の「１　自己評価及び外部評価」及び「２　目標達成計画」を市町村に提出し
  ていること。

重
点
項
目
②

重
点
項
目
③

○

○運営推進会議が、過去１年間に６回以上開催されている。

①　自治会、老人クラブ、婦人会、子ども会、保育園、幼稚園、小学校、 消防団
などの地域に密着した団体との交流会を実施している。

②　地域住民を対象とした講習会を開催若しくはその講習会の講師を派遣し、認知
症への理解を深めてもらう活動を行っている。

家族会の発足を視野にいれ、会議では「当事者会のような形がいいのか」などの
具体的な話し合いがあります。また、当事業所の家族のなかにも推進者がいて、
心強い状況にあります。利用者のボディソープやシャンプーはそれぞれ好みのも
のを家族の協力を得て用意しており、本人本位を大切にするとともに、聞き取りア
ンケートからハンドマッサージや映画上映が今後実現する予定です。

〇

重
点
項
目
⑤

作成日　令和　２年　１０月　２日

事業所番号

事業所名

福祉センターのお祭りや安城市の福祉祭り、安城七夕祭りなどコロナ前は積極
的に地域行事に出向いていました。現在は民生委員の定例会に地域交流室を
貸し出したり、町内会長をリーダーとする篠目町ボランティア会からの支援などに
留まり、、利用者の外でのふれあいはなくなっています。また法人全体のサービ
ス向上委員会では、地域住民も参加できる「認知症介護研修」や「認知症カフェ」
の計画を進めていましたが、こちらもコロナ禍で延期となっています。

2393100199

重
点
項
目
④

外部評価軽減要件確認票

４．市町村と
の連携

②　市町村主催のイベント、又は、介護関係の講習会等に参画している。

６．運営に関
する利用者、
家族等意見の
反映

グループホームこころくばり

総　　　合　　　評　　　価

重
点
項
目
①

運営に関する利用者、家族等意見の反映（外部評価項目：６）

市町村との連携（外部評価項目：４）

運営推進会議を活かした取組み（外部評価項目：３）

事業所と地域とのつきあい（外部評価項目：２）

○運営推進会議に市町村職員等が必ず出席している。

併設の地域密着型特別養護老人ホーム、看護小規模多機能型居宅介護支援
事業所との３事業所合同で隔月開催する運営推進会議には夫妻揃って出席くだ
さる応援者もいて、他の事業所関係者も併せて盛況に継続できていましたが、３
月・５月・７月は中止、事業所内で２ヶ月分の活動記録をまとめ、メンバーに郵送
のうえ、意見を求める書面開催にて代替しています。


